児童福祉法2016改正を検討する学習会のご案内
本当に子ども主体の権利保障か
　今年（2016）年５月、児童福祉法が一部改正され、来年４月から本格施行されます。増加の一途をたどる児童虐待に対応するための児童相談所の機能強化などを主な目的とした改正です。
この改正をめぐっては、遅ればせながら、子どもの権利条約の趣旨を生かした文言が盛り込まれたことから、積極的な意義があるという評価がされています。たしかに、子どもは成長・発達を保障される「権利を有する」と明記され、子どもの意見の尊重や最善の利益の優先が書き込まれました。
全会派が賛成し可決された改正児童福祉法ですが、児童虐待対策を越えて、わが国の児童福祉全体に関わる根本改正が行われていることに注目しなければなりません。特に注目すべきは改正第二条で、子どもが育つ上での国民、保護者の責任が強調されていることです。
この改正では、同時に障害者総合支援法の３年後の見直しとの関連で、障害児支援に関わる条項も変わっています。ここではますます｢障害福祉サービス｣に近づく方向です。
　教育基本法の改正（2006）をはじめ、子ども・子育てにかかわるさまざまな法律で、保護者の養育責任が前面に出てきているなかでの、今回の児童福祉法改正をどのようにとらえたらよいのか。
子どもの福祉・教育にかかわる者が分野を越えて、この改正と上記のような制度的矛盾の関連などを検討したいと思います。
今後の総合的な研究及び運動に資するために、ぜひご参加ください。
記
日時：２０１６年１２月２５日（日）１３時００分から１６時００分
場所：保育プラザ２階研修室
　〒162-0837 東京都新宿区納戸町２６−３
　　　　　　　ＪＲ総武・中央線、都営新宿線、東京メトロ有楽町線／市ヶ谷駅
都営大江戸線／牛込神楽坂駅、東京メトロ東西線／神楽坂駅
地図はhttp://www.hoiku-zenhoren.org/about/imgs/map-col.pdfを参照してください
内容：基調報告
 　　　「児童福祉法、何が変えられたのか

－児童福祉の原理・理念を示す総則の改定について－」
　　　　　　　　　　　　　　　　　田村和之さん（広島大学名誉教授）　　　　　
　　　　指定討論　　　　　　
「子どもの権利、保護者の養育責任、国の義務」
白石正久さん（龍谷大学教授）
　　　　　　　　　　　　　　　主催：　障害乳幼児の療育に応益負担を持ち込ませない会
　　　　　　　　　　　　  　協賛：　保育研究所　全国障害者問題研究会
＊参加費無料　参加申し込み不要　　　　　　
問い合わせ連絡先　rakuraku@ma3.seikyou.ne.jp　　　090-1444-0046（池添）
